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・平成16年２月29日以前に監理技
術者講習を受けた者であって、
平成16年３月１日以降に監理技
術者資格者証の交付を受けた者
である場合には、監理技術者資
格者証及び指定講習受講修了証
を有する者

ｂ 電気工事
Þ 一級電気工事施工管理技士又は
これと同等以上の資格を有する者
であること。なお、「これと同等以
上の資格を有する者」とは、技術
士（「技術士法」（昭和58年法律第25

号）による第二次試験のうち、技
術部門を電気電子部門、建設部門
又は総合技術監理部門（選択科目
を「電気電子部門」又は「建設部
門」に係るものとする者に限る。）
に合格した者）又は国土交通大臣
若しくは建設大臣が一級電気工事
施工管理技士と同等以上の能力を
有すると認定した者をいう。

ß 平成９年度以降に元請として、
２_３）|ウのａ・ｂに示す基準
を満たす電気工事の新設工事に従
事し完成・引渡しが完了した新営
工事の施工の経験を有する者であ
ること。（建築一式工事における実
績を含む。共同企業体の構成員と
しての実績は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る。）

à 監理技術者にあっては、上記建
築一式工事と同じ。

ｃ 管工事
Þ 一級管工事施工管理技士又はこ
れと同等以上の資格を有する者で
あること。なお、「これと同等以上
の資格を有する者」とは、技術士
（「技術士法」（昭和58年法律第25

号）による第二次試験のうち、技
術部門を機械部門（選択科目を「流
体工学」又は「熱工学」とする者
に限る。）、上下水部門、衛生工学
部門又は総合技術監理部門（選択
科目を「流体工学」、「熱工学」、「上
下水道部門」又は「衛生工学部門」

に係るものとする者に限る。）に合
格した者）、「技術士法施工規則の
一部を改正する省令」（平成15年８
月18日文部科学省令第36号）によ
る改正前の技術士（「技術士法」に
よる第二次試験のうち、技術部門
を機械部門（選択科目を「流体機
械」又は「暖冷房及び冷凍機械」
とする者に限る。）、水道部門又は
総合技術監理部門（選択科目を「流
体機械」、「暖冷房及び冷凍機械」、
「水道部門」又は「衛生工学部門」
に係るものとする者に限る）に合
格した者）又は国土交通大臣若し
くは建設大臣が一級管工事施工管
理技士と同等以上の能力を有する
と認定した者をいう。

ß 平成９年度以降に元請として、
２_３）|ウのａ・ｂに示す基準
を満たす管工事の新設工事に従事
し完成・引渡しが完了した新営工
事の施工の経験を有する者である
こと。（建築一式工事における実績
を含む。共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上
の場合のものに限る。）

à 監理技術者にあっては、上記建
築一式工事と同じ。

} 工事監理に当たる者（「建築基準法」（昭
和25年法律第201号）第５条の４第２項
の規定に基づき設置するものとする）は、
以下の要件を満たすこと。
ア ２_３）{アに同じ。
イ ２_３）{イに同じ。
ウ ２_３）{ウに同じ。
エ ２_３）{エに同じ。
オ 平成９年度以降に担当者（相当程度
の責任をもって業務に従事した者）と
して、下記ａに示す各担当業務に従事
し、当該業務が完了した新営工事の工
事監理の実績を有する管理技術者及び
主任担当技術者（建築分野・電気設備
分野・機械設備分野）を専任で配置で
きること。なお、同じ技術者が複数の
役割及び分野を担当することを妨げる
ものではない。海外の実績についても

条件を満たしていれば実績として認め
るものとする。また、記載を求める管
理技術者及び各主任担当技術者は、原
則としてそれぞれ１名であること。た
だし、参加表明書及び競争参加資格確
認申請書の提出時点において、管理技
術者及び各主任担当技術者を決定でき
ないことにより複数名の候補者をもっ
て競争参加資格確認申請書を提出する
ことは差し支えないが、いずれの候補
者についても下記に示す工事監理の実
績を有していなければならない。
ａ 建物規模 鉄骨鉄筋コンクリート
造又は鉄骨造、地上５階建以上かつ
延べ面積5¶000fl以上

~ 維持管理に当たる者は、以下の要件を
満たすこと。
ア 文部科学省競争参加資格（全省庁統
一資格）又は大学において平成24年度
に九州沖縄地域の「役務の提供等」の
Ａ、Ｂ又はＣの等級に格付けされてい
る者であること。
イ 平成９年度以降に元請として、下記
ａに示す維持管理業務を実施した維持
管理の実績を有すること（共同企業体
の構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合のものに限る。）。
ａ 建物規模 延べ面積5¶000fl以上

� 運営に当たる者の資格等要件は問わな
い。

３ 入札手続等
\ 担当部局 〒812`8581 福岡県福岡市東区
箱崎６丁目10番１号 国立大学法人九州大学
施設部施設企画課工事契約係 電話番号
092`642`2214

メール sskkouji@jimu.kyushu-u.ac.jp

] 入札説明書等の交付日時、場所
１）交付日時 平成25年１月11日（金）から
平成25年２月22日(金) まで

２）交付場所 上記３\に同じ。
^ 説明会等の開催日時、場所
１）開催日時 平成25年１月22日（火）午後
２時から
２）開催場所 九州大学事務局第２庁舎５階
第４会議室（九州大学箱崎キャンパス内）

_ 質問の受付日時、場所及び回答日時、場所
１）受付日時
第１回目 平成25年１月24日（木）から
１月25日（金）午後５時まで
第２回目 平成25年４月４日（木）から
４月５日（金）午後５時まで

２）受付場所 上記３\の電子メール
３）回答日時
第１回目 平成25年２月13日（水）
第２回目 平成25年４月19日（金）

４）回答場所 九州大学施設部のホームペー
ジ

http://shisetsu.jimu.kyushu-u.ac.jp/

kigyo.html

` 参加表明書及び競争参加資格確認申請書の
受付日時、場所並びに確認審査の結果通知
１）受付日時 平成25年２月20日（水）から
４月５日（金）まで（随時受付）。ただし、
９時から12時及び13時から17時の間
２）受付場所 上記３\に同じ。
３）結果通知 申請を行った者に対して、書
面により受付日から10日以内に大学から通
知する。

a 入札書等及び提案書の受付日時、場所
１）受付日時 平成25年５月15日（水）から
５月17日（金）まで、ただし、９時から12

時及び13時から17時（提出期限の日である
５月17日（金）は９時から12時）の間

２）受付場所 上記３\に同じ。
b 入札書の開札日時、場所
１）開札日時 平成25年５月17日（金）14時
２）開札場所 九州大学事務局第２庁舎５階
第４会議室（九州大学箱崎キャンパス内）

４ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金は、免除する。
２）契約保証金は、免除する。ただし、選定
事業者は施設整備業務の履行を確保するた
め、事業契約締結の日から本施設の工事完
成の日までを期間として、施設整備費相当
（ただし、本項において、金利支払額を含
まず、消費税及び地方消費税を含むものと
する。）の100分の30以上について、大学又
は選定事業者を被保険者とする履行保証保
険契約を締結し、事業契約締結後、速やか
に当該履行保証保険契約に係る保証証券を
大学の契約担当者に提出すること。なお、
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